介護制度改革について
平成１８年９月４日（月）
羽曳野市事業者連絡協議会総会

羽曳野市保健福祉部高年介護課
１．制度改正経過
　(1)平成17年10月施行

　　食費・居住費の原則自己負担化

　(2)平成18年4月施行

　　制度改革本稼働

　　（平成18年3月31日公布の追加的制度改正）

　　　①　国及び都道府県の負担割合の見直し
　　　②　混合型特定施設入居者生活介護の類型の創設
　　③　住所地特例対象施設の改正
　　　④　介護サービス基盤整備等交付金に係る都道府県交付金の廃止
　(3)平成18年6月21日官報公布「健康保険法等の一部を改正する法律及び良質な医療を提供する体制の確保を図るための医療法等の一部を改正する法律」
　　①　介護保険法の一部改正

　　　1.高額医療合算介護サービス費の創設（平成20年10月施行）

　　　2.介護保険事業計画の基本指針での療養病床転換（介護保険施設）の調整規定（平成20年10月施行）
　　　3.介護療養型医療施設を、平成２３年度末をもって廃止とすること（平成24年4月施行）
　　②　関連

　　　1.健康保険法の一部改正
　　　　・保険給付の内容・範囲の見直し（病床入院者（70歳以上）の食費・居住費の自己負担化等）（平成18年10月施行）
　　　2.老人保健法の一部改正

　　　　・老人保健法の廃止（名称変更）：高齢者の医療の確保に関する法律（平成20年4月施行）

　　　　・医療費適正化対策の総合的な推進（医療費適正化計画の策定等、特定健康審査等基本指針等）（平成20年４月施行）

　　　　・後期高齢者医療制度の創設（平成20年4月施行）

　　　3.良質な医療を提供する体制の確保を図るための医療法等の一部を改正する法律
　　　　・医療法人による有料老人ホームの設置等（平成19年4月施行）
　(4)平成１８年７月施行

　　①　税制改正に伴う利用料に係る激変緩和措置等　
　　②　療養病床の再編成に伴う当面の措置としての費用算定基準及び運営基準の改正

　(5)厚生労働省における分野別・課題別の各種会議

①　特定施設・有料老人ホーム

・平成18年6月27日「全国有料老人ホーム・特定施設担当者会議」

　　②　療養病床の再編成

　　　・平成18年8月8日～11日「療養病床の再編成を踏まえた地域ケア体制の整備に関するブロック別意見交換会」

　　　・平成18年7月10日「医療制度改革関連法に関する都道府県説明会」

　　　・平成18年4月13日「療養病床に関する説明会」
２．制度改正に関する情報等について
　≪厚生労働省、大阪府、ＷＡＭＮＥＴ及び羽曳野市のホームページでの情報確認≫
　　○　羽曳野市ホームページ　⇒　「介護保険制度等行政情報ＢＯＸ」

　　　≪国の情報≫

　　　・「介護制度改革INNFORMATION（厚生労働省）」
　　　・「厚生労働省最新情報」
　　　≪大阪府の情報≫

　　　・「介護保険事業者支援センター」

　　　≪介護サービス情報の公表≫
　　　・「大阪介護サービス情報公表センター」へのリンク
　　　・「シルバーサービス振興会」へのリンク

　　　・行政会議等資料　を掲載
　　　≪羽曳野市の情報≫

　　　・「介護保険事業者情報」

　　　・「地域密着型サービス事業者向け情報」
３．平成18年4月改正（運営基準・報酬基準）について

　【別紙「平成18年4月改正の留意事項について」】

４．その他

(1)　地域密着型サービスについて
　　①　サービス提供の効力制約規定に関わる留意点

　　②　地域密着型サービスをプランに位置づける場合の留意点
　　③　その他
　(2)介護支援専門員登録番号の付与等手続きについて
　　　大阪府ホームページ

「大阪府高齢介護室」⇒「ケアマネジャー」⇒「登録」

　(3)事故報告について
介護制度改革について

平成１８年９月４日（月）
羽曳野市事業者連絡協議会総会

羽曳野市保健福祉部高年介護課
１．制度改正経過
　(1)平成17年10月施行

　　食費・居住費の原則自己負担化

　(2)平成18年4月施行

　　制度改革本稼働

　　（平成18年3月31日公布の追加的制度改正）

　　　①　国及び都道府県の負担割合の見直し

　　　　※　介護保険施設及び特定施設入居者生活介護に係る保険給付費等に要する費用について国及び都道府県の負担割合の見直し
　　　　　　国：20/100　⇒　15/100

　　　　　　府：12.5/100　⇒　17.5/100
　　　　※　これは、単に、財政システムの問題でない。後にも記載のある、交付金制度の改正。つまり都道府県交付金が廃止され、大規模施設は、都道府県の一般財源で対応することとなったが、都道府県にしてみれば、大規模施設が増えれば増えるほど都道府県の財政出動が増える仕組みが作られたため、大きな抑制効果が働くもので、事業者にとっても非常に影響が大きい改正点となっている。

　　　②　混合型特定施設入居者生活介護の類型の創設
　　　　※　都道府県知事がそのサービス量につき必要な量に既に達している場合に指定できない居宅サービスとして、介護専用型特定施設入居者生活介護以外の特定施設入居者生活介護を追加
　　③　住所地特例対象施設の改正
　　　　※　住所地特例対象施設として、介護専用型特定施設入居者生活介護以外の特定施設を追加
　　　　※　ここでいう「特定施設」は、介護サービス類型としての「特定施設入居者生活介護」を指すものでなく、特定の指定を受けていない有料老人ホームやケアハウスも含まれるので留意。保険者がどこか、という点では、有料老人ホームの事業者だけでなく、その入居者にサービスを提供する、居宅介護支援事業所、サービス事業所にも関係があるので、この制度改正内容については、ご了知いただきたい。

　　　④　介護サービス基盤整備等交付金に係る都道府県交付金の廃止

　(3)平成18年6月21日官報公布「健康保険法等の一部を改正する法律及び良質な医療を提供する体制の確保を図るための医療法等の一部を改正する法律」

　　①　介護保険法の一部改正

　　　1.高額医療合算介護サービス費の創設（平成20年10月施行）

　　　2.介護保険事業計画の基本指針での療養病床転換（介護保険施設）の調整規定（平成20年10月施行）

　　　3.介護療養型医療施設を、平成２３年度末をもって廃止とすること（平成24年4月施行）

　　②　関連

　　　1.健康保険法の一部改正

　　　　・保険給付の内容・範囲の見直し（病床入院者（70歳以上）の食費・居住費の自己負担化等）（平成18年10月施行）

　　　2.老人保健法の一部改正

　　　　・老人保健法の廃止（名称変更）：高齢者の医療の確保に関する法律（平成20年4月施行）

　　　　・医療費適正化対策の総合的な推進（医療費適正化計画の策定等、特定健康審査等基本指針等）（平成20年４月施行）

　　　　・後期高齢者医療制度の創設（平成20年4月施行）

　　　3.良質な医療を提供する体制の確保を図るための医療法等の一部を改正する法律

　　　　・医療法人による有料老人ホームの設置等（平成19年4月施行）

　(4)平成１８年７月施行

　　①　税制改正に伴う利用料に係る激変緩和措置等　

　　②　療養病床の再編成に伴う当面の措置としての費用算定基準及び運営基準の改正

　(5)厚生労働省における分野別・課題別の各種会議

①　特定施設・有料老人ホーム

・平成18年6月27日「全国有料老人ホーム・特定施設担当者会議」

　　②　療養病床の再編成

　　　・平成18年8月8日～11日「療養病床の再編成を踏まえた地域ケア体制の整備に関するブロック別意見交換会」

　　　・平成18年7月10日「医療制度改革関連法に関する都道府県説明会」

　　　・平成18年4月13日「療養病床に関する説明会」
　　　※　以上については、国の資料が提示されるごとに、関係事業所にメールで情報提供している。今後の事業運営において再度内容をご確認いただきたい。

２．制度改正に関する情報等について

　≪厚生労働省、大阪府、ＷＡＭＮＥＴ及び羽曳野市のホームページでの情報確認≫
　　○　羽曳野市ホームページ　⇒　「介護保険制度等行政情報ＢＯＸ」

　　　≪国の情報≫

　　　・「介護制度改革INNFORMATION（厚生労働省）」

　　　　※　引き続き制度改正に関連してQ&A等通知が多いので、こまめにチェックすること。（市、及び府からは事業所への個別の案内等はしない。特に、大阪府では、国が発するINFORMATINの内容を、事業所が確認しているものとして事業者指導をするので留意のこと）

　　　・「厚生労働省最新情報」

　　　　※　上記のINFORMATIN以外に、厚生労働省の会議資料、国が発する通知等で重要と思われるものを、掲載している。

　　　　　　最近では、8月8日開催の「療養病床再編成の会議資料」、8月1日開催の「介護保険指定基準等会議資料」を掲載（リンク）しているので、内容等ご確認のこと。

　　　≪大阪府の情報≫

　　　・「介護保険事業者支援センター」

　　　　※　「法令通知集」：運営等基準及び報酬基準。市町村や事業者からの疑義照会に対して、国のQ&A掲載意外に、国から回答を得た内容が掲載されている。この内容は、この間、羽曳野市内の事業者指導においても府から内容をよく確認するよう指摘を受けているので、ご確認いただきたい。

　　　　　　また、居宅介護支援の特定事業所集中減算チェックシートなどもこのコーナーに掲載されている。のでご活用されたい。

　　　　※　「様式集」：事業者指定、変更届出関係に加え、

　　　　　・「通所系サービスに係る定員超過及び人員欠如減算」に係る「利用者数集計シート」などが掲載されている。のでご活用されたい。

　　　≪介護サービス情報の公表≫

　　　・「大阪介護サービス情報公表センター」へのリンク

　　　・「シルバーサービス振興会」へのリンク

　　　・行政会議等資料　を掲載

※　既に、７月から、北の市町村の方から調査が開始されている。7月19日、20日の説明会に皆様ご参加いただいたと思うが、羽曳野市は、19年1月に97の事業所に対して調査が実施される。

　　　　　　羽曳野市では、本コーナーにおいて、公表センターでの公表内容を掲載できるようにしたいと考えている。

　　　≪羽曳野市の情報≫

　　　・「介護保険事業者情報」

　　　　※　羽曳野市が独自に作成した情報等を掲載したい。例えば、先般一部の居宅介護支援事業所に過誤照会した際に送付したが、「居宅介護支援の初回加算算定要件確認表」などを掲載するので、算定の際の参考とされたい

　　　・「地域密着型サービス事業者向け情報」

　　　　※　地域密着型サービスに係る、運営等基準、算定報酬基準、その解釈及びQ&A通知などを掲載。

また、指定申請・変更申請、及び算定体制等届出等関係の書式を掲載。

　　　　　　また、市からの通知や、地域密着型サービス事業者連絡会の資料等の掲載。

　　　　　　また、グループホーム等での運営推進会議の会議内容（公表義務付け）の掲載など検討中。

３．平成18年4月改正（運営基準・報酬基準）について

　【別紙「平成18年4月改正の留意事項について」】

４．その他

(1)　地域密着型サービスについて
　　①　サービス提供の効力制約規定に関わる留意点

　　　※　他の市町村に所在する地域密着型サービス事業所を利用し、又は他の市町村の被保険者が羽曳野市に所在する地域密着型サービス事業所を利用する場合、事業所所在の市町村の同意のもと、被保険者の市町村長が指定をしないと利用できない
　　　　⇒　遡及しての指定はできないため、このような事例がある場合は、利用を決定する前に必ず関係市町村に連絡をし、指示を得ること。
　　　　⇒　住所地を他の市町村に所在するGHに移して利用する形態は、市町村によっては、認めないところもあるため、このような場合も、利用を決定する前に必ず関係市町村に連絡をし、指示を得ること。
　　②　地域密着型サービスをプランに位置づける場合の留意点
　　　※　先ずは、羽曳野市内の地域密着型サービスの利用を検討する
　　　　　他の市町村に所在するサービスを利用する場合は、その理由を明確にする（GHの場合においても理由書の提出を求める取扱いとしている）。
　　③　その他

　　　※　GHショートの運用が一部GHで始まっているので、居宅介護支援事業所には、在宅の認知症の要介護の支援の際には、市にご相談のこと。

　(2)介護支援専門員登録番号の付与等手続きについて
　　　大阪府ホームページ

「大阪府高齢介護室」⇒「ケアマネジャー」⇒「登録」

　　※　平成18年4月から、介護保険法の改正により、介護支援専門員の資格に関する取扱いが変更となり、資格有効期間及び資格更新制（5年間）、二重指定制（登録制）が導入されるとともに、研修の義務化及び体系化が図られた。

　　　　大阪府では、これまで、介護支援専門員必置事業所に従事する介護支援専門員について登録番号の手続きを実施していたが、このほど必置でない事業所及び事業所に属さない介護支援専門員に対する「介護支援専門員登録番号」の付与等についての手続きを、府のホームページで案内している。
　　　　平成18年3月までに、大阪府で介護支援専門員の登録をしている方（第1回から第7回大阪府介護支援専門員実務研修修了者の方）で、まだ、新登録番号及び介護支援専門員の有効期間の通知を受けておられない方は、府が指定する所定の手続きにより番号等の通知を受けるようにすること。

　(3)事故報告について

　　※　高齢者介護施設における感染症対策及び行政への報告については、厚生労働省においてマニュアルを作成。市のHPに掲載している。市の事故報告とは別に、国の基準に沿って、対応及び行政への報告等を行うこと。
